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　　　暴力団離脱者の安定した雇用の場の確保における職業安定機関との協力に関する

留意事項について 

　暴力団員の社会復帰対策は、暴力団総合対策の重要な柱の一つであるが、その実効を

期するためには、暴力団離脱者のための安定した雇用の場の確保が重要である。 

　この取組の効果的な推進のためには、下記のとおり、職業安定機関との協力が必要で

あるので、事務処理上遺漏のないようにするとともに、都道府県暴力追放運動推進セン

ター（以下「都道府県センター」という。）においても、これを踏まえて事務処理が図ら

れるよう必要な配慮を加えられたい。 

　なお、本通達の発出に伴い、「暴力団離脱者の雇用機会確保事業推進上の職業安定機関

との協力に関する留意事項について」（平成31年３月19日付け警察庁丁暴発第83号）は廃

 止する。

 記

 １　協力関係の基本

　警察は、暴力団離脱者に対して安定した雇用の場を確保するため、職業安定機関の

 所掌事務の範囲内において必要な協力を得るものとする。

 ２　相互の連絡

　都道府県警察及び都道府県センターと職業安定機関は、当該都道府県の実情に応じ、

 連絡協議の場を設ける等必要な連絡を取り合うものとする。

 ３　暴力団からの離脱に伴い必要となる措置

　暴力団離脱希望者に対する離脱・就労の意志の確認、離脱に係る暴力団による脱退

妨害行為の防止、受入先企業の保護対策その他暴力団からの離脱であることに伴い必

 要となる事項は、都道府県警察及び都道府県センターにおいて行うこととする。

 ４　暴力団を離脱した者の求職活動に対する援助

　都道府県警察及び都道府県センターは、暴力団離脱者の求職に係る相談について職

業安定機関と必要な協議を行うとともに、公共職業安定所における職業相談、事業所

における採用面接に際して暴力団離脱者に帯同する等、必要な援助をすることとする。 

 ５　受入れ賛同企業の募集等

　　都道府県警察及び都道府県センターは、受入れ賛同企業（以下「協賛企業」という。）

の開拓に努めるほか、その募集した協賛企業のリストを公共職業安定所に提供する等、



 職業安定機関に対し、必要な協力を行うこととする。

６　都道府県外に就業を希望する暴力団離脱者に対する雇用機会確保事業推進上の各都

 道府県警察間及び各都道府県センター間の協力

　暴力団離脱者が他府県に就業を希望する場合において、関係する各都道府県警察及

び各都道府県センターは、相互に協力し、職業安定機関への連絡等の必要な措置を採

 るものとする。

 ７　具体的な協力の方法

　上記１から６のほか、暴力団離脱者に対する安定した雇用の場の確保に関する職業

安定機関と都道府県警察及び都道府県センターの具体的な協力の方法については、当

 該都道府県の実情に応じ協議して定めるものとする。

 ８　参考

　　本取組は、労働省職業安定局業務調整課（当時）と協議済みの上、開始されたもの

　であり、同課長から各都道府県労働主管部（局）長あてに別添の通達が発出されてい

 　るので参考にされたい。

 【継続措置状況】

　初回発出日:令和４年３月23日 

　（有効期間：平成７年３月31日）
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